
平成１９年度小金井市一般会計決算概要 

 

平成１９年度の財政運営は、市税収入に増が見られたものの、国の地方財政政策に

おける所得譲与税等の廃止に伴い、一般財源が大幅な減となり、財政調整基金等を取

り崩すことにより歳入の確保を図りました。また「ごみ非常事態宣言」下での歳出の

増加も市財政を圧迫する要因となりましたが、経常経費は更に厳しく抑制し、限りあ

る財源の重点的効率的な配分の上、分権型社会への対応に向けた組織改正を実施し、

市民サービスの充実と市民満足度の向上に努めました。さらに長期的視野に立ち繰越

金を将来の財政需要に備え各種基金へ積み立てたことに加えて、職員勧奨退職制度も

実施しました。 

このような状況の下、歳入面では、市税全体の収入が約５億６００万円前年度対比

２．６％の増となり、個人市民税を中心として前年度実績を上回る決算となりました。

しかし、所得譲与税の廃止、地方特例交付金は特別交付金の段階的廃止及び減税補て

ん債の廃止により、総額約１２億９，０００万円の減となりました。国庫支出金は、

まちづくり交付金が大幅に減少しましたが、都支出金は東京都市街地再開発事業補助

金が大幅に増加しました。 

一方歳出面では、武蔵小金井駅南口第１地区第一種市街地再開発事業関連経費の大

幅な増加により、投資的経費は歳出総額の１３．９％を占めましたが、二枚橋焼却場

の閉鎖に伴う関連経費は５億円以上の増加となりました。また積立金は約１２億８，

０００万円で財政調整基金、職員退職手当基金、環境基金等へ積み立てました。 

これらの結果、歳入決算額は前年度と同様に３６５億円を上回り、歳出決算額は３

５３億円を超えて、前年度対比約５億円の増となりました。 

平成１９年度の予算規模は、当初予算３４１億２，９２５万円に６回の補正予算１

６億２，７６６万９千円、繰越事業費繰越財源充当額１０億４，６３０万２千円を加

え、総額３６８億３２２万１千円となりました。これに対する決算額は、歳入総額が

３６５億７，５３４万８千円で前年度対比０．２％の減、歳出総額は３５３億４，３

２１万６千円で前年度対比１．４％の増となりました。その結果、形式収支は１２億

３，２１３万２千円で、翌年度への繰越財源２億１，４９５万８千円を差し引いた実

質収支は１０億１，７１７万４千円で前年度対比２億８，１９０万５千円の減となり

ました。なお、実質収支比率は平成１９年度から分母に臨時財政対策債発行可能額を

含むことに改正され、４．７％で前年度対比１．７ポイントの減となりました。 

歳入の主な内容は、次のとおりです。 



① 市税は、２００億７，１４１万３千円で前年度対比２．６％の増となりました。 

この主な要因は、個人市民税が定率減税の廃止等の制度改正や緩やかな景気回復基

調に伴い増となったことに加えて、固定資産税は新築家屋の増加及び土地の非住宅

用地への変更等によるものです。なお、収入率は９６．２％で前年度実績を維持し

ました。 

② 地方譲与税は、２億１，３２８万６千円で前年度対比７０．２％の減となりまし

た。この主な要因は、所得譲与税が５億１４１万８千円の皆減となったことによる

ものです。 

③ 利子割交付金は、２億５，３４４万１千円で前年度対比３８．０％の増となりま

した。 

④ 配当割交付金は、１億２，４９２万円で前年度対比１４．７％の増となりました。 

⑤ 株式等譲渡所得割交付金は、８，６５０万円で前年度対比１１．２％の減となり

ました。 

⑥ 地方消費税交付金は、１０億６，５００万５千円で前年度対比２．２％の減とな

りました。 

⑦ 自動車取得税交付金は、２億２，２６５万２千円で前年度対比１１．７％の減と

なりました。 

⑧ 地方特例交付金は、１億２，８０９万４千円で前年度対比８１．０％の減となり

ました。この主な要因は、定率減税の廃止に伴い激変緩和措置である特別交付金分

が５億５，９３７万１千円の減となったことによるものです。 

⑨ 地方交付税は、５，７７３万円で前年度対比１１．６％の減となりました。この

主な要因は、国内での大規模災害の増加、不交付団体に対する特別交付税の制度変

更により算定額が減少したことによるものです。 

⑩ 交通安全対策特別交付金は、１，６１８万２千円で前年度対比３．５％の減とな

りました。 

⑪ 分担金及び負担金は、２億８，８３１万１千円で前年度対比６．４％の増となり

ました。この主な要因は、認可保育所の１園増に伴い保育所運営費保護者負担金が

２，０９８万７千円の増となったことによるものです。 

⑫ 使用料及び手数料は、１０億５，８７４万５千円で前年度対比１．６％の減とな

りました。この主な要因は、一般家庭系ごみ処理手数料が２，２０２万２千円の減

となったことによるものです。 

⑬ 国庫支出金は、３４億６２７万３千円で前年度対比５．３％の減となりました。



この主な要因は、市街地再開発事業補助金が５億８，７８０万円、障害者自立支援

給付費負担金が９，００３万６千円それぞれ増となりましたが、まちづくり交付金

が８億３，９００万円の減となったことによるものです。 

⑭ 都支出金は、３８億２，６９９万９千円で前年度対比１０．０％の増となりまし

た。この主な要因は、みちづくり・まちづくりパートナー事業委託金が２億１，７

５５万４千円の減となりましたが、東京都市街地再開発事業補助金が２億９，３９

０万円、障害者自立支援給付費負担金が４，５０１万８千円、市町村土木費補助金

が１，９９１万円、子育て推進交付金が１，６６８万１千円、参議院議員選挙費委

託金が３，７０５万３千円それぞれ増となったことによるものです。 

⑮ 財産収入は、８，３４３万４千円で前年度対比３８．０％の増となりました。こ

の主な要因は、廃滅水路の土地売払収入が５，０１０万円の皆増となったことによ

るものです。 

⑯ 寄附金は、１億６，６３３万４千円で前年度対比８．６％の減となりました。こ

の主な要因は、公園協力金が８３２万１千円の減となったことによるものです。 

⑰ 繰入金は、８億３，８１５万円で前年度対比１１．１％の減となりました。この

主な要因は、職員退職手当基金繰入金が１億５，０００万円、財政調整基金繰入金

が１億円、環境基金繰入金が５，９２５万円それぞれ増となりましたが、都市再開

発整備基金繰入金が１億８，５５０万円、鉄道線増立体化整備基金繰入金が１億１，

５００万円、みどりと公園基金繰入金が８，０７０万円それぞれ減となったことに

よるものです。 

⑱ 諸収入は、３億２，７０８万円で前年度対比２．０％の減となりました。 

⑲ 市債は、２５億２，７８０万円で前年度対比１５．４％の減となりました。この

主な要因は、建設事業債全体が１億６，８４０万円、発行可能額から抑制した臨時

財政対策債が５，０００万円、住民税等減税補てん債が２億４，１９０万円それぞ

れ減となったことによるものです。 

 

次に歳出ですが、執行率は９６．０％、不用額は１１億２，２３０万２千円で、

前年度対比１億１，９８２万７千円の増となりました。 

歳出を、性質別分類（普通会計ベース）から見た主な内容は、次のとおりです。 

① 義務的経費は、１６１億７，８２１万２千円で前年度対比３．１％の増となりま

した。この主な要因は、人件費が８４億３，６５８万７千円で３，４５４万９千円、

０．４％の増、扶助費が５０億１，４３６万６千円で２億９，３３５万３千円、６．



２％の増、公債費が２７億２，７２５万９千円で１億６，４９５万２千円、６．

４％の増となったことによるものです。 

②  投資的経費は、４９億８７万２千円で前年度対比１１．６％の減となり、歳出決

算総額に対する構成比は１３．９％となりました。この主な要因は、武蔵小金井駅

南口地区市街地再開発事業関連経費が１２億３，７９７万７千円、小中学校校舎耐

震補強工事３校が３億６３４万８千円それぞれ増となりましたが、ＪＲ中央本線連

続立体交差事業負担金が１億９，３１０万８千円、都道１３４号線用地取得に伴う

物件補償費が１億３，６６０万４千円それぞれ減となり、梶野公園用地取得費が９

億９０７万５千円、中間処理場改修工事が７億３１８万５千円、くりのみ保育園耐

震補強等工事が５，７９１万８千円それぞれ皆減となったことによるものです。 

③ 物件費は、５４億８，７４５万１千円で前年度対比６．２％の増となりました。

この主な要因は、燃やすごみ収集運搬委託料が９，３５９万２千円、統合化システ

ムに要する経費が９，１３８万３千円、組織改正に要する経費が２，１９０万２千

円、不燃ごみ資源化処理委託料が２，０４０万２千円、児童館運営委託料が１，４

４２万６千円、学校給食調理委託料が１，３９０万３千円それぞれ増となったこと

によるものです。 

④ 補助費等は、４２億６，９７３万３千円で前年度対比１５．６％の増となりまし

た。この主な要因は、二枚橋衛生組合分担金が３億４，８４０万５千円の減となり

ましたが、広域支援に係る可燃ごみ処理経費が７億３，３００万２千円、生ごみ減

量化処理機器購入費補助金が７，４８８万２千円、土地開発公社支出金が２，１６

１万７千円それぞれ増となったことによるものです。 

⑤ 繰出金は、３０億５，０６９万７千円で前年度対比１．１％の減となりました。

国民健康保険特別会計繰出金は１０億２，２５３万６千円で０．１％の増、下水道

事業特別会計繰出金は６億９，０８７万７千円で３．６％の減、老人保健医療特別

会計繰出金は４億９，２６２万６千円で１．７％の減、介護保険特別会計繰出金は

８億４，４６５万８千円で０．１％の減となりました。 

⑥ 積立金は、１２億８，００５万４千円で前年度対比１６．３％の減となりました。

この主な要因は、地域福祉基金積立金が４，９４９万５千円、環境基金積立金が４，

４００万円それぞれ増となりましたが、職員退職手当基金積立金が２億５，０００

万円、財政調整基金積立金が１億円それぞれ減となったことによるものです。 

 

次に、代表的な財政指標を見ますと、 



① 実質収支比率は、４．７％で前年度対比１．７ポイントの減となりました。 

② 経常収支比率は、９２．３％で前年度対比４．２ポイントの増となりました。 

③ 人件費比率は、２３．９％で前年度対比０．２ポイントの減となりました。 

④ 投資的経費比率は、１３．９％で前年度対比２．０ポイントの減となりました。 

⑤ 公債費比率は、８．７％で前年度対比０．１ポイントの減となりました。 

⑥ 財政力指数は、１．１２９で前年度対比０．０１７ポイントの増となりました。 

 

本市の行財政改革のメルクマール（進捗を確認するための基準）とされてきた人件

費比率は、平成１７、１８年度では２４．１％を維持し、平成１９年度は２３．９％

でベスト数値を更新しました。分母となる歳出総額の増という要因はありますが、３

５名の定年退職に併せて、１９名の勧奨退職制度を実施し、平成１６年度からの勧奨

退職累計を６０名とするなど、後年度の財政負担の軽減と組織の活性化を図りました。 

また、財政構造の弾力性等質的改善のメルクマールである経常収支比率は、算定式

の分母となる経常一般財源は、市税の増加はあったものの所得譲与税の皆減等により

約８億２，６００万円減少しました。一方、分子となる経常経費に充当する一般財源

は、人件費が約 1 億２，４００万円減少しましたが、公債費が約 1 億６，６００万円、

物件費が約２億７００万円それぞれ増加した結果、前年度８８．１％から９２．３％

となり、分母から特例債を除いた場合では９３．３％から９６．５％となりました。 

これらの代表的な財政指標の数値は、これまでの間、財政の健全化に向け全庁を挙

げて真摯に取り組んできた結果であり、改革なくして今はありません。しかし、改革

はまだまだ道半ばです。平成９年度に退職手当債を発行してから１０年が経過し、平

成２０年度末には償還が終わります。また「地方公共団体の財政の健全化に関する法

律」の下、平成１９年度決算から、財政健全化に係る４指標の公表が義務付けられま

した。今こそ、自治体自身が財政規律を緩めることなく、将来にも持続可能な財政基

盤の構築に向けた新たなスタートラインにつき、財政の健全化に向けた取組を、不断

に努めていかなければなりません。 

今後さらなる行財政改革を推進し、臨時財政対策債依存の財政運営から脱却、多様

化高度化する市民ニーズに応えていくとともに、新焼却施設建設に向けての取組み、

武蔵小金井、東小金井両駅の周辺整備、老朽化した施設の改修、そして大量の職員退

職金問題等残された課題を先送りすることなく、「愛着と誇りの持てるまちづくり」、

「緑ゆたかな風格のあるまち」、「自信と活力に満ちた、元気な小金井」を創造してま

いります。 


